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2. 調査の概要 

(1) 調査の目的 

全国市区町村スポーツ少年団の運営体制についての実態を把握することによって、スポーツ少年団の基盤強

化と活動の活性化を図るための方策を検討する。 

 

(2) 調査対象 

 全国の市区町村スポーツ少年団 1,564団 

 有効回答数：1,076団（68.8％） 

 

(3) 調査方法 

 郵送配布、郵送・Fax・メール回収 

 

(4) 調査内容 

１．市区町村スポーツ少年団の事務局体制・運営 

２．市区町村スポーツ少年団の取組み 

３．市町村合併や行政改革による行政からの人的支援の変化 

４．過去 10年間の補助金額等の変化 

 

(5) 調査期間 

平成 25年（2013年）12月～平成 26年（2014年）1月 

 

(6) 研究体制・共同研究者 

本調査は、公益財団法人笹川スポーツ財団との共同研究により実施した。 

笹川スポーツ財団 スポーツ政策研究所 主任研究員        澁谷  茂樹 

笹川スポーツ財団 スポーツ政策研究所 研究員           武長  理栄 

 

 

 

 

 

 

  


